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請求払補償の原因、自律性および濫用 “ 柴崎  
【論  説】  
請求払補償の原因、自律性および濫用1  







10］）   
2 請求払補償にとって原因は要素か（ベルギーの無困説、フランスの有困説［0  
11］一契約自由と自律性一イタリア法の理論と日本民法449条［012］－POUL・  
LETによる無困説批判［013］）   




はこれにあたらない［020］）   
4 詐欺または濫用の抗弁（国連条約19条1項C号の抗弁［021］一理由欠映  
の明白性だけが抗弁の根拠か［022］－－【委託者への加害の抑止［023］）   
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「独立補償。スタンドバイ信用状条約」6の対象となっている。   
［002］請求払補償発行者の債務負担行為は、自律性＝独立性を帯  
3 garantieapremiむedemande／GarantieauferstesAnfordern．本質が民法保証で  
あり、検索・催告の抗弁を放棄し、仮払約款を伴うcautionnementapremiさredeman－  














4 フランス・ベルギーの議論は本論に譲るが、請求払補償が有困か無困かについての  
ドイツの学説については、相澤「国際取引における銀行保証状」広法17巻3号特に113  
－132貢の記述に尽きる。  
5ICC Publcation no458．  
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8 フランス民法典1108条「次の四条件は合意の有効性に必須である。すなわち、／義  
務を負う当事者の同意、／その者の契約するための能力、／約束の内容を為す確定し  
た目的物（objet）、／債務における適法の原因（cause）。」   
同1131条「原因なき、あるいは、虚偽の原因に基づく、あるいは、不法の原因に基  
づく債務は、いかなる効力も持たない。」   
同1133条「原因は、法律によって禁じられたものであるとき、善良の風俗または公  
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no897．“Seulelaloipeut autoriserdetelsactes．”  
11明治23年民法財産編304条1項 凡ソ合意ノ成立スル為こハ左ノ三箇ノ条件ヲ具備ス  
ルヲ必要トス 第一 当事者又ハ代人ノ承諾 第二 確定ニシテ各人力処分権ヲ有ス  
ル目的 第三 真実且合法ノ原因   
同309条1項 当事者ノ錯誤ニテ合意ノ性質、目的又ハ原因ノ著眼二相違アリシトキ  
ハ其錯誤ハ承諾ヲ阻却ス   
同309条2項 合意ノ緑由ノ錯誤ハ其錯誤ノミニテハ無効ノ原因ヲ成サス但当事者ノ  
ー方ノ詐欺二関シテ定ムルモノハ此限二在ラス   
同311条1項 法律ノ錯誤力或ハ合意ノ性質、原因又ハ効力ニ存スルトキ或ハ物ノ資  
格又ハ人ノ分限二存シテ其資格若クハ分限力決意ヲ為サシメタルトキハ其錯誤ハ事実  
ノ錯誤ノ如ク承諾ヲ阻却シ又ハ其戦痕デ成ス   
同323条1項 要約者力合意二付キ金銭二見積ルコトヲ得ヘキ正当ノ利益ヲ有セサル  
トキハ其合意ハ原因ナキ為メ無効ナリ   
同323条2項 第三者ノ利益ノ為メニ要約ヲ為シ且之二過怠約款ヲ加ヘサルトキハ其  
要約ハ之ヲ要約者二於テ金銭こ見積ルコトヲ得ヘキ利益ヲ有セサルモノト看倣ス   
なお単純約束が実体法的な無困行為を認めるものではない挙証抽象（abstraction  
probatoire）の制度であることを示す条文として、フランス民法1132条が母法といわ  
れる、   
同326条 合意ノ証書二原因ヲ明示シタルト否トヲ間ハス其原因ノ不成立、虚妄又ハ  
不法ナルコトノ証拠ハ被告ヨリ之ヲ為ス可キモノトス若シ原因ノ明示ナキトキハ被告  
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図の利用方法は対価関係上の既存債務がない場合にも認められる。   
明治23年民法財産編495条 旧義務ヲ更改スル為メ異議ナク又ハ異議ヲ留メスシテ有  
効二新義務ヲ諾約シタル債務者ハ其了知セル旧義務ノ無効ノ理由ヲ以テ債権者二対抗  
スルコトヲ得ス／②債務者力次条二従ヒ旧債権者ノ嘱託二困り新債権者二対シテ義務  
ヲ諾約シタルトキモ亦同シ   
同496条 債務者ノ交替二困ル更改ハ或ハ旧債務者ヨリ新債務者二為セル嘱託二困り  
或ハ旧債務者ノ承諾ナクシテ新債務者ノ随意ノ干渉二困リテ行ハル／②嘱託ニハ完全  
ノモノ有り不完全ノモノ有り／（∋第三者ノ随意ノ干渉ハ下二記載スル如ク除約又ハ補  
約ヲ成ス   





義務二任セス   
同498条 完全嘱託及ヒ除約ノ場合二於テ新債務者力債務ヲ弁済スルコトヲ得サルト  
キハ債権者ハ嘱託又ハ除約ノ当時二於テ新債務者ノ既二無資力タリシコトヲ知ラサル  
ニ非サレハ旧債務者二対シテ担保ノ求償権ヲ有セス但特別ノ合意ヲ以テ此担保ヲ伸縮  
スルコトヲ得   
同499条 債権者ノ交替二困ル更改ハ債務者卜新旧債権者トノ承諾アルニ非サレハ成  
ラス   
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1S国連条約 舞2条 債務負担行為〔証蓉〕   









しめるものでなければならない。   
第2項 債務負担行為〔証書〕は、   
a号 補償債務者／補償発行者の顧客（「補償委託者／発行申請者」）の要求または  
指示に基くか、   
b号 自らの顧客（「補償要託者／発行申請者」）の要求で行為する他の銀行、機関  
または人（「見返補償債務者」）の指示に基づくか、または、   
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法政論叢…第14号（1999）   
1500万米ドルを上限として直ちにお支払いいたします。この約束は1999年9月31日ま   
で有効とします。C殿A（Aの署名）。1998年10月1日、東京」   







である）。   
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21国連条約 第3条 債務負担行為〔証審〕の独立性   
本条約に関する限り、債務負担行為〔証書〕は、補償債務者／補償発行者の受益者  
に対する義務が、以下の各号に該当しない場合には、独立的なものとして扱われる。   
a号 債務負担行為〔証書〕が、いかなるものであっても基本取引の存在もしくは  
有効性に依存する場合、または、（確認信用状または見返補償にとってのスタンドバイ  
信用状または独立補償を含めた）他の債務負担行為〔証書〕に依存する場合。   




22国連条約 第7条 債務負担行為〔証審〕の発行、形式および撤回不能   
第1項 債務負担行為〔証書〕の発行は、債務負担行為〔証書〕が当該行為の補償  
債務者／補償発行者の支配の範囲を離れた時点で、かつ、離れた場所で、〔効力を〕生  
じる。   
第2項 債務負担行為〔証書〕は、その本文の完全な記録となり、かつ、その発生  
原因として真正性の証拠となる、一般に承認された方法、または、補償債務者／補償  
発行者および補償受益者によって承認された方式によるものであれば、形式の如何を  
問わず、これを発行しうる。   
第3項 債務負担行為〔証書〕の発行の時点より、支払の請求は、債務負担行為〔証  
書〕の期限および条件にしたがって行うことができる。但し、債務負担行為〔証書〕  
が別段の定めにより時期を規定している場合はこの限りでない。   
第4項 債務負担行為〔証書〕はそれが撤回可能である旨を定める場合を除き、発  
行の時点以降は撤回できない。  
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妨げない。自律性は片面的であって、双方的ではない）。   
































25辞19条 支払義務についての抗弁   
第1項 以下が明白かつ明瞭である場合には、補償債務者／補償発行者は、誠実に  
行為しているかぎり、補償受益者に対して支払を差し控える権利を有する。   
a号 何れかの文書が偽造または変造されたものであること、   
b号 請求およぴその補助文書に記載された理由に基づく支払義務が存しないこと、  
または、   
C号 債務負担行為の類型と目的とから判断して、請求が理解可能な理由を持たな  
いこと。   
第2項 第1項C号に関する限り、請求が理解可能な原因を持たない状況の類型と  
は、以下に掲げる場合をいう。   
a号 債務負担行為〔証書〕が補償受益者の填補を予定する偶発事故または危険が、  
具体化していないことに疑いがない場合。   
b号 補償委託者／発行申請者の基本取引上の義務が、裁判所または仲裁裁判所に  
より、無効であると宣言されている場合、但し、債務負担行為〔証書）に、かかる偶  
発事故が当該債務負担行為〔証書〕によって填補される危険の範囲に含まれる旨の記  
載ある場合にはこの限りでない。   
C号 基本取引上の義務が、補償受益者の満足となるべくして履行済であることに  
疑いがない場合。   
d号 基本取引上の義務の履行が、補償受益者による故意の非行によって妨害され  
ていることが明らかである場合。   
e号 見返補償の請求においては、見返補償受益者が、当該見返補償の関連する債  
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2 請求払補償にとって原因は要素か   
［011］請求払補償の無困性は、ベルギー法において多数の論者が  
主張している（VANOMMESLAGHE26、VANLIER27）。同じ民法典  
務負担行為〔証書〕における補償債務者／補償発行者として悪意で支払をなした場合。   
第3項 本条第1項a、bおよぴcの各号に列挙した状況においては、補償委託者  
／発行申請者は、第20条に従い、仮処分を行う権利を有する。  
同第20条 裁判所による・仮処分   
舞1項 補償受益者から既に行われたまたは将来行われうる補償金支払請求に関し  
て、第19条第1項a、bおよびcの各号に所定の状況の一が存在している高度の蓋然  
性がある旨が申立てられた場合には、補償委託者／発行申請者または見返補償債務者  
の請求に基づき、裁判所は、直ちに用いることのできる信頼性の高い証拠に基いて、   
a号 補償受益者が支払を受領することを禁じる仮処分（補償債務者／補償発行者  
に債務負担行為〔証書〕の金額の拘束を命じるものを含める）を発令することができ、  
または、   
b号 かかる命令の存在しない場合に補償委託者／発行申請者が重大な損害を受け  
る可能性があるかどうかを考慮して、補償受益者に支払われた債務負担行為（証書〕  
上の給付への菱押を命じる仮処分を発令することができる。   
第2項 裁判所は、本条第1項に所定の仮処分命令を発する場合には、申立の条件  
として、申立人に対して、裁判所が適切と認める形式による担保の捷供を命じること  
ができる。   
第3項 裁判所は、本条第1項所定の種類の仮処分を、第19条第1項a、bおよび  
Cの各号所定のもの、または、債務負担行為〔証書〕が犯罪目的で利用されていると  
いう理由以外の支払異議事由に基いて、発令することができない。  
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28VANOMMESLAGHE（Pierre），Observationsurlath芭oriedela cause，nOte  
sousCass．13nov．1969．RCJB，1970．362．同氏の主張によると、ベルギー法には法規  
の存在なく認められる「無名抽象（無困）行為」が存在する。  
27VAN LIER（Hendrik），Les garanties dites“a premiさre demande”ou ab－  
straites，Journaldestribunaux（BruⅩelles），1980，p．351ets．  
28SIMLER（Philippe），Cautionnementetgarantiesautonomes，26d，，1991，Litec  
29PROM（Andre），Lesgarantiesa premieredemande．Essaisurl，autonomie，  
1994，Litec，Pr芭faceparBernardTEYSSIE．  
30 Codicecivile1942Articolo1939．Validitadelユafideiussione．Lafideiussionenon  
さvalidasenonevalidal’obbligazioneprincipale．salvochesiaprestataperun’  
Obbligazioneassuntadaunincapace．  


















32明治23年民法債権担保編 集25轟 ①保証人力基本二付テ答弁スルトキハ主タル債  
務ノ組成又ハ其消滅ヨリ生スル抗弁ヲ以テ債権者二対抗スルコトヲ得②保証人ハ債務  
ヲ保証スルニ当り債務者ノ無能力又ハ其承諾ノ環庇ヲ知ラサリシトキハ此等ノ事項ヨ  
リ生スル無効ノ理由ヲ以テモ対抗スルコトヲ得   




33MOURLON，Rるp6tition6crites surle troisiさme examen du code napo160n  
contenantl，expos昌desprlnCipesgさn6raux，76d．，tOme3，1866，nOl125．  
34Codecivi1desfranGais1804．Article2012，Lecautionnementnepeutexisterque  
suruneobligationvalable－   
Onnepeutn6anmoinscautionneruneobligation，eLnCOrequ’el16putetreannule  
paruneexceptionpurementpersonnelle良1’oblig芭；pareXemple，danslecasde  
minoritさ．   
フランス民法典 第2012条 有効ナル義務二付チノミ保澄ヲ為スコトヲ得。②前項  
二拘ラズ義務者ノー身二専属スル抗梓二困リテ義務ヲ取消シ得ベキトキト錐モ、之ガ  
保讃ヲ為スコトヲ得；未成年ノ場合二於ケルガ如シ。（訳は神戸大学外国法研究合・現  
代外国法典叢書（18）俳蘭西民法〔Ⅴ〕財産取得法（4）（1956年）による。次条同じ）   
c．civ，Article2036．Lacautionpeutopposeraucr6anciertouteslesexceptions  
quiapprtiennentaud6biteurprincipal，etquisontinh芭rentes邑1adette；   
Maiselle ne peut opposerles exceptionsquisont purement personnelles au  
d芭biteur．   
同第2036条 保護人ハ主タル債務者二層シ且債務二附著スルー切ノ抗梓ヲ以テ債樺  
者二封抗スルコトヲ得。②前項二拘ラズ保若人ハ債務者ノー身二専属スル抗頼ヲ以テ  
ハ封抗スルコトヲ得ズ。  
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請求払補償の原因、自律性および濫用一柴崎   
であるa5。フ民2012条から保証の強い独立を導いた注釈学派の、法文偏重  
ともいえる解釈論。およびその継受法旧日民担保編25条が消え去った経  
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39POULLET（Yves）．La garantie a premiさre demande：un aCte unlit6ralab－  
strait？，M6langePardon（1996，Bruylant），p．424．その一方で、かつて論者は、その  





































ROLAND（Henri）et BOYER（Laurent），Droit civil¶Obligations3．R芭gime  
gさn6ral，4eさd．（1992），nO94，P．60．  
94   
請求払補償の原因、自律性および濫用一柴崎   
上、当該債務負担行為が果たしている社会的機能はまだ消滅していない。  
したがって、かかる取引行為において、原因が債務負担行為の効力を阻  















J3GIDE（Paul），Etudes surla novation etle transport des cr6ances en droit  
romain，1879はあくまでローマ法の研究論文のなかではあるが、手形裏書に指図の法  
理を当てはめようとした：THALLER（Edemond），Lanaturejuridiquedutitrede  
cr6dit，COntribution良une看tude g6n昌rale surle droit des obligations（Dette  
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20世紀初頭の学説は指図説ないしその修正理論が多数を占めた44。商業信  
用状に付いても同様である45。   
［019］もし仮に、右の理論が請求払補償における原因にも適用で  


























るニューヨーク州最判1941年（Sztejn対）．HenrySchroderBanking Corp．事件判  
決177Misc．719，31N．Y，S．2d631（1941））に端を発し、UCC511－4条に結実する。  
詳細はMAUTNER，infra．note45．  
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請求払補償の原因、自律性および濫用一柴崎   
例は考えにくいから、普通は三当事者が不法目的を追求している場合が  















bonne foiの原理に根拠を求める）。V，SIMLER（Philippe），Juris－Classeur civil，  
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代理人が現地に赴くことが危険でありこれを実現し得ない、など国際取   
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国連条約 第4免 償務負担行為〔証審〕の国際性   
第1項 債務負担行為〔証書〕は、次に掲げる当事者うちいずれか二者の、債務負  
担行為〔証書）に所定の営業地が、異なる国に存する場合には、国際的なものとして  
扱われる。すなわち、補償債務者／補償発行者、補償受益者、補償委託者／発行申請  
者、見返補償債務者、確認当事者である。   
第2項 前項に関する限り、   
a号 債務負担行為〔証書）が、ある当事者について、複数の営業地を列挙してい  
る場合には、基準となる営業地は、当該債務負担行為〔証書〕に最も密接な関連を有  
する営業地とする。   
b号 債務負担行為（証書〕が、ある当事者について、営業地を特定しておらず、  
その当事者の常居所を特定している場合には、右常居所が債務負担行為〔証書〕の国  
際性を判断するための基準となる。  



























棄した場合には、BがAから不当利得として資金を取戻す必要がある場合にも、証券   
100   
請求払補償の原因、自律性および濫用仙柴崎   
付録 ＊POULLET（Yves），Lesgarantiesautonomes：Lesexceptions  
audevoirdepaiement，L’actualit6desgarantiesapremieredemande  
：Actes dela journ∈e d’芭tudes，Namur（Cahiers AEDBF），1997  
（Bruylant），pp．123－169，nOtabenep．142－146。による、詐欺または濫  
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委託者が支払差止のノ仮処分を申請した。   
②被担保取引の履行済みであることが明白な場合（国連条約19条2項  













明白な濫用であり、かつ、詐欺的である。   
③補償受益者側の故意の履行妨害による費託者の不履行を理由とする  
請求（国連条約19条2項d号該当）   
フランス破穀院判決1993年1月12日、D．1995．jur．p．24，Obs．VAS－  
102   
請求払補償の原因、自律性および濫用一柴崎   





















らである。   
⑤禎担保取引上の利益とは無関係な政治的理由のみよる請求（国連条  
約19条2項d号？）   
ブリュッセル商事裁判所レフェレ審1982年4月6日判決、D．1982．jur．  
p．504，Obs．VASSEUR．取引上の利益とは無関係な政治的目的による権  















させたのだから（沙の類型に近い。   
⑤禁輸措置などが被担保取引のみならず担保そのものの効力を失わせ  
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